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 成年後見制度における被害の状況把握並びに不正の防止策を 

求める意見書 

 

成年後見制度は、家庭裁判所が選んだ後見人らが、認知症で判断能力が不十分

な人らの財産管理などを支援する仕組みである。 

後見人は、選ばれると利用者を終身担当するのが原則だが、令和８年６月 17

日、「民法等の一部を改正する法律」（令和８年法律第 45 号。以下「民法等改

正法」という。）及び「民法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整

備等に関する法律」（令和８年法律第 46 号）が成立し、同月 24 日に公布された。 

民法等改正法は、成年後見制度について、後見及び保佐の制度を廃止して補助

の制度に一元化して本人にとって必要な範囲でその利用を可能とすることに改正

された。 

しかし、ここ 10 年ほど、後見人らによる財産の着服などが毎年約 200 件も確

認され、被害額は年７億円前後に上っている。また、被害を認識できていない高

齢者もいると見られ、実際の被害はさらに増える可能性がある。 

不正の多くは、後見人を務める親族が身内の財産を使い込んだケースだが、弁

護士や司法書士などの専門職による不正も、2025 年は 26 件が確認され、被害は

計１億 6,000 万円に上っている。 

高齢化社会の進展により制度の重要性は高まっている。今後、利用者は増える

と見られ不正の防止策を早急に講じる必要がある。 

よって、国においては、成年後見制度における被害の状況把握並びに不正の防

止策を速やかに講じるよう強く要望する。 

  

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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